肥料価格高騰対策事業

業務方法書　様式第５号
化学肥料低減定着対策事業実施計画書（実績報告書）

第１　事業実施主体の概要
	事業実施主体名
	

	代表者の役職・氏名
	

	事業実施主体事務局が所在する住所
	〒



	事業担当者の連絡先
	所属・役職・氏名
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	


第２　化学肥料低減定着対策事業の内容

（１）事業の取組方針

	


（注）都道府県の減肥方針や提出された地域計画書の取組個票等から、本事業の取組によって目指す方向について記入してください。

（２）地域協議会の計画

	地域

協議会名
	取組の名称
	取組予定

面積（ha）
	事業費

（Ａ＋Ｂ）
	負担区分

	
	
	
	
	交付金

（Ａ）
	自己資金等

（Ｂ）

	
	
	
	円
	円
	円

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）適宜、行を追加すること。

　　　実績報告書においては、「取組予定面積（ha）」を「取組面積（ha）」に変更すること。
第３　肥料価格高騰対策推進事業の内容

（１）推進・指導事務計画
	実施時期
	回数等
	推進・指導内容等
	備 考

	
	
	
	


（２）審査・交付事務計画
	実施時期
	審査・交付事務内容
	地域協議会数
	備 考

	
	
	
	


（３）実施確認事務計画
	実施時期
	実施確認事務内容
	地域協議会数
	備 考

	
	
	
	


（４）その他推進事業の実施に必要な事項
	


（５）推進事業実施計画
	事業項目
	交付対象経費
	推進事業費（千円）
	備 考

	１ 推進・指導事務
	（１）備品費
（２）賃金等
	
	

	
	（３）事業費
	
	

	
	（４）旅費
	
	

	
	（５）謝金
	
	

	
	（６）委託費
（７）雑役務費
	
	

	
	小 計
	
	

	２ 審査・交付事務
	（１）備品費
（２）賃金等
	
	

	
	（３）事業費
	
	

	
	（４）旅費
	
	

	
	（５）謝金
	
	

	
	（６）委託費
（７）雑役務費
	
	

	
	小 計
	
	

	３ 事業実施確認事務
	（１）備品費
（２）賃金等
	
	

	
	（３）事業費
	
	

	
	（４）旅費
	
	

	
	（５）謝金
	
	

	
	（６）委託費
（７）雑役務費
	
	

	
	小 計
	
	

	４ その他
	（１）備品費
（２）賃金等
	
	

	
	（３）事業費
	
	

	
	（４）旅費
	
	

	
	（５）謝金
	
	

	
	（６）委託費
（７）雑役務費
	
	

	
	小 計
	
	

	
	合 計
	
	


第４　事業実施経費

経費の配分及び負担区分

	区　分
	総事業費

（Ａ＋Ｂ）
	負　担　区　分
	経費の根拠
	備考


	
	
	交付金

(Ａ)
	自己資金等

(Ｂ)
	
	

	１　化学肥料低減定着対策事業

２　肥料価格高騰対策推進事業


	円


	円


	円


	〇円×〇回
	

	
合　計
	
	
	
	
	


（注）１　「経費の根拠」欄は、「肥料価格高騰対策推進事業」のみ記載すること。また、「区分」欄に掲げる経費の根拠（経費内容、委託先、単価、数量、員数等）を詳細に記載すること。

２　「備考」欄は、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には、「減額した金額」を、同税額がない場合は「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。

第５　事業の完了予定年月日　　令和　　年　　月　　日

（注）「化学肥料低減定着対策事業実績報告書」においては、「事業の完了予定年月日」を「事業の完了年月日」に変更すること。

第６　添付資料
１　各地域協議会の地域計画書を添付すること。
２　推進事業を委託した場合にあっては、「化学肥料低減定着対策事業実績報告書」においては委託契約書を添付すること。
３　その他、地方農政局長等が必要と認める書類。
